
１６深谷市

２２年国調 ２２年国調世帯数

１７年国調

増 減 率 １７年国調世帯数

決算額 構成比 構成比

18,737,536 31.8 65.4
614,698 1.0 2.2
28,794 0.0 0.1

130,920 0.2 0.5
80,290 0.1 0.3

1,489,953 2.5 5.3
39,844 0.1 0.1

0 0.0 0.0 （単位：千円・％）
119,335 0.2 0.4
96,271 0.2 0.3

8,229,012 14.0 24.7
うち普通交付税 6,883,597 11.7 24.7 財 調

うち特別交付税 1,345,333 2.3 0.0 減 債

うち震災復興特別交付税 82 0.0 0.0 特 定 目 的

29,566,653 50.1 99.4 合 計

25,379 0.0 0.1
1,270,710 2.2 0.0

532,960 0.9 0.0
80,133 0.1 0.0

6,721,515 11.4 0.0
0 0.0 0.0

6,494,073 11.0 0.0
254,936 0.4 0.1
20,593 0.0 0.0

3,238,514 5.5 0.0 現

4,298,226 7.3 0.0
1,150,706 2.0 0.3 年

5,322,600 9.0 0.0
2,000,000 3.4 0.0 計

0 0.0 0.0
58,976,998 100.0 100.0

（単位：千円・％） 目　的　別　歳　出　の　状　況 （単位：千円・％）
決算額 構成比

8,468,479 15.7
う ち 職 員 給 5,842,223 10.8

12,001,776 22.2
3,642,924 6.7

内 元 利 償 還 金 3,642,924 6.7
訳 一 時 借 入 金 利 子 0 0.0

24,113,179 44.7
6,055,374 11.2

169,709 0.3
8,969,067 16.6
1,307,164 2.4
4,986,908 9.2
1,908,662 3.5
1,833,080 3.4

0 0.0
5,963,600 11.0

う ち 人 件 費 124,713 0.2 千円

普 通 建 設 事 業 費 5,963,600 11.0
うち　補　　　　助 2,734,015 5.1 ％

　うち  単　　　　独 3,220,990 6.0 ％ 住宅用地造成 被保険者１人当たり

災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 下水道

失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 病院

千円 その他

53,999,579 100.0
一　般　職　員　等（Ｈ２７・４・１現在）

職員数
（人） （百円） 総　　　務

区分 平成２６年度 734 　　退職手当支給事務  
58,976,998 27 　　事務機械共同施設  
53,999,579 36 　　そ　の　他  
4,977,419 224
1,917,860 0 民　　　生
3,059,559 994 　　老人福祉施設 ○
-348,958 　　そ　の　他
1,708,420 特　別　職　等（Ｈ２７・４・１現在）  

0 衛　　　生
2,582,901 　　伝　染　病

-1,223,439 　　じんかい処理 ○
1 18 1 1 　　し 尿 処 理  

 1 18 1 1 　　火　葬　場  
 1 18 1 1 　　そ　の　他 ○

○ 1 19 5 1  
　　　　　　特定農山村  1 19 5 1 土　　　木  

 22 19 5 1 　　そ　の　他

※「性質別歳出の状況」の欄の「普通建設事業費」の「うち補助」には受託事業費の補助事業費が、「うち単独」には同級他団体施行事業費負担金、受託事業費の単独事業費
がそれぞれ含まれています。
※個人情報保護の観点から、「一般職員等」において対象となる職員数が１人又は２人の場合は、「給料月額」「１人当たり平均給料月額」を「*」としています。

市町村類型 Ⅲ－１ うち日本人 (143,586人)

　　　　　　財源超過 議 会 議 員 4,030

　　　　　　山村振興
　　　　　　過　　　疎 教 育 長

 
4,280

区　　　分 定数

4,920

副 市 町 村 長 7,550  　　老人保健医療事業

　　　　　　首　　　都 議 会 議 長

　　国民健康保険事業

　　介護保険事業

議 会 副 議 長 　　交通災害共済事業

6,830  　　後期高齢者医療

１人当たり平均給料

実 質 単 年 度 収 支 647,517 ○ 　　収 益 事 業
指定団体等の指定状況 市 町 村 長 9,100  

実 質 収 支

積 立 金 取 崩 し 額 1,172,632 (報酬)月額(百円)  事業会計
繰 上 償 還 金 0

適用開始年月日

単 年 度 収 支 227,418 ○
積 立 金 1,592,731 そ  の  他

3,408,517 合 計 3,043,692 3,062  
教　　　育
　　そ　の　他

翌年度に繰越すべき財源 889,709 臨 時 職 員 0 0
歳 入 歳 出 差 引 4,298,226 消 防 職 員 649,824 2,901

　　消防災害補償
歳 出 総 額 47,519,850 教 育 公 務 員 115,086 3,197 ○ 　　そ　の　他
歳 入 総 額 51,818,076 うち技能労務員 85,050 3,150  

消　　　防
平成２５年度 一 般 職 員 2,278,782 3,105 ○ 　　常 備 消 防

収 支 状 況
一部事務組合の加入の状況

（単位：千円）
区　　　分

給料月額 １人当たり平均

給料月額（百円）

265
歳 出 合 計 33,482,346 合 計 7,637,228

（臨財債・減収補てん債除く）

0 歳 入 一 般 財 源 等 0 国 庫 支 出 金

38,459,765 1,033,559 保 険 給 付 費

加 入 世 帯 数

2,049,776 93.8 0

会
計
の
状
況

実 質 収 支 712,619

0
99

被 保 険 者 数 42,108

2,171,393 保険税 (料 )収入額 76

26,141,100
経 常 収 支 比 率 後期高齢者医療 1,262,445

再 差 引 収 支124,713 -668,899
23,192

100.0 5,963,600 33,482,346

国
民
健
康
保
険
事
業

262,191 87.6

投 資 的 経 費 2,320,562 経常経費充当一般財源等計
公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

国民健康保険 1,746,123

内
　
　
訳

2,320,562
介護保険 1,423,708

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0 0.0 歳 出 合 計 53,999,579

0
投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 72,575 0 0.0 前年度繰上充用金 0 0.0 0 0

0 3,555,393
積 立 金 1,707,084 0 0.0 諸 支 出 金 0 0.0 0

0.0 0 0
繰 出 金 4,593,812 3,171,649 10.6 公 債 費 3,642,924 6.7

うち一部事務組合負担金 1,020,678 1,020,678 3.4 災 害 復 旧 費 0

1,408,204
補 助 費 等 4,552,803 3,014,045 10.1 教 育 費 4,920,107 9.1 1,618,757 3,544,151

2,769,242 3,516,559
維 持 補 修 費 158,958 152,328 0.5 消 防 費 2,137,001 4.0 364,557

1.1 1,092 74,913
物 件 費 5,200,170 4,992,467 16.7 土 木 費 5,693,476 10.5

（義務的経費計） 14,876,382 14,810,611 49.6 商 工 費 567,113

231,879
0 0 0.0 農 林 水 産 業 費 5,994,269 11.1 132,965 2,385,691

8.6 455,150 3,053,859
3,555,393 3,555,393 11.9 労 働 費 233,062 0.4 0

公 債 費 3,555,393 3,555,393 11.9 衛 生 費 4,637,856

5,571,592
扶 助 費 3,725,422 3,725,422 12.5 民 生 費 19,447,402 36.0 300,100 9,811,278

0.6 0 328,827
5,045,399 － － 総 務 費 6,397,542 11.8 321,737

決算額A 構成比 Aのうち普通建設事業費 Aの充当一般財源等

人 件 費 7,595,567 7,529,796 25.2 議 会 費 328,827

純 固 定 資 産 税 93.9
歳 入 合 計 27,854,154

性　質　別　歳　出　の　状　況
区          分 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区          分

うち減収補てん債特例分 0 合 計 18,737,536 100.0 0

合 計 94.4
うち臨時財政対策債 0 市 町 村 民 税 94.2

地 方 債 0 水 利 地 益 税 等 0 0.0 0

市 町 村 民 税 98.6
諸 収 入 96,593 法 定 外 目 的 税 0 0.0 0 純 固 定 資 産 税 98.7

繰 越 金 0 都 市 計 画 税 524,510 2.8 0

1,487,000
繰 入 金 0 事 業 所 税 0 0.0 0

徴
収
率

合 計 98.7

収 益 事 業 収 入 60,000
寄 附 金 0

内
訳

入 湯 税 0 0.0 0 土 地 開 発 基 金 現 在 高

財 産 収 入 35,432 目 的 税 524,510 2.8 0

実 質 的 な も の 0
県 支 出 金 0 旧 法 に よ る 税 0 0.0 0 合 計 8,312,058

国 有 提 供 交 付 金 0 法 定 外 普 通 税 0 0.0 0

保 証 ・ 補 償 496,221
国 庫 支 出 金 0 （法定普通税計） 18,213,026 97.2 0 そ の 他 6,511,265

(

支
出
予
定
額

)

債
務
負
担
行
為
額

物 件 等 購 入 1,304,572
手 数 料 22 特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0

使 用 料 0 鉱 産 税 0 0.0 0

地 方 債 現 在 高 36,153,206
分 担 金 ・ 負 担 金 0 市 町 村 た ば こ 税 1,084,747 5.8 0 うち財政融資・旧郵政公社資金 17,047,080

交通安全対策特別交付金 25,379 軽 自 動 車 税 290,134 1.5 0

5,585,345
（一般財源計） 27,696,728 うち純固定資産税 8,373,710 44.7 0 14,139,450

6,919,361
0 法 人 税 割 1,039,873 5.5 0 1,634,744

6,883,597 法 人 均 等 割 365,599 2.0 0

積 立 金
現 在 高0 固 定 資 産 税 8,393,182 44.8 0

連 結 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 交 付 税 6,883,597 所 得 割 6,794,759 36.3 0 将 来 負 担 比 率 -

超過課税分 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 特 例 交 付 金 96,271 市

町
村
民
税

個 人 均 等 割 244,732 1.3 0

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 0 市　町　村　税　の　状　況 実 質 公 債 費 比 率 3.8
軽油・自動車取得税交付金 119,335 区          分 徴収済額 構成比

経 常 一 般 財 源 等 比 率 92.6
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 39,844 公 債 費 負 担 比 率 9.2

地 方 消 費 税 交 付 金 1,489,953 56.4％ 55.6％

財 政 力 指 数 ２ ４ ～ ２ ６ 0.77
株式等譲渡所得割交付金 80,290 第 ３ 次 39,533人 41,172人 実 質 収 支 比 率 10.2

配 当 割 交 付 金 130,920 30.5％ 32.7％

標 準 税 収 入 額 20,732,902
利 子 割 交 付 金 28,794 第 ２ 次 21,391人 24,228人 67,778人 標 準 財 政 規 模 30,063,873

地 方 譲 与 税 614,698 8.8％ 10.0％ １７年国調

基 準 財 政 収 入 額 16,142,986
地 方 税 18,213,026 第 １ 次 6,166人 7,419人 66,432人 基 準 財 政 需 要 額 21,023,294

区          分 経常一般財源等 区   分 ２２年国調 １７年国調 ２２年国調

歳　入　の　状　況 （単位：千円・％） 産　業　構　造 人口集中地区人口 区          分 （単位：千円・％）

-0.2％
うち日本人 (-0.2％)

Ⅰ－４

138.37
市町村名 深谷市 -1.3％ 26.1.1 145,999人 人口密度（人/ｋ㎡）

台
帳
人
口

27.1.1

増減率

145,695人

世
帯
数

面積（ｋ㎡）

市町村番号 16 146,461人 うち日本人 (143,310人)

49,249世帯

50,859世帯

1,045

平成２６年度
地方公共団体コード 112186

人
口

144,618人

住
民
基
本

決算状況
地方交付税種地


